
青森市都市整備部建築指導課 

 

青森市における宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく規制区域（素案）について 

 

【盛土規制法に基づく規制区域の概要】 

・宅地造成及び特定盛土等規制法は、令和 3 年 7 月に静岡県熱海市で、大雨に伴う盛土の崩落により甚

大な人的・物的被害が発生したことを踏まえて、盛土等による災害から国民の生命・身体を守るため、

宅地造成等規制法（旧法）が抜本的に改正され、土地の用途（宅地、森林、農地等）にかかわらず、

危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制することを目的に、令和 5 年 5 月 26 日施行。 

・中核市である本市においては市長が、宅地、農地、森林等の土地の用途にかかわらず、盛土等により

人家等に被害を及ぼしうる区域を規制区域として指定できる。 

・規制区域には、宅地造成等工事規制区域と特定盛土等規制区域があり、宅地造成等工事規制区域は市

街地や集落、その周辺など、盛土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうるエリアを指定し、特定盛

土等規制区域は、市街地や集落などから離れているものの、地形等の条件から、盛土等が行われれば

人家等に危害を及ぼしうるエリア等を指定。 

・現在、本市では青森県と共に規制区域の指定をするための基礎調査を行っており、この調査の結果を

受けて規制区域の指定を行い、令和 8 年 4 月から許可制度による規制等を開始する予定。 

 

図 1 規制区域のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（引用元：国土交通省・農林水産省・林野庁パンフレット） 



【盛土規制法に基づく規制区域の設定について】 

・本市を含む本県の区域設定の方針として、宅地造成等工事規制区域は都市計画区域等及び３戸以上の

建物を含む区域を抽出し、それ以外の区域は特定盛土等規制区域としている。行政区域内においては

どちらかの区域に指定されることになる。 

・宅地造成等工事規制区域と特定盛土等規制区域は、許可対象となる盛土等の規模が異なるが、その他

は概ね同じ内容となっている。 

 

表１ 宅地造成等工事規制区域の指定状況および区域設定方法 

区域 指定状況・設定方法 

（1）都市計画区域 青森都市計画区域・浪岡都市計画区域 

（2）準都市計画区域 準都市計画区域（青森市） 

（3）地域開発計画等策定区域 青森県土地利用基本計画書、市町村の立地適正

化計画、およびマスタープラン等から確認し区

域設定に反映。（青森市は該当区域なし） 

（4）現に開発行為が行われている区域又は今後開発行為
が行われると予想された区域 

開発登録簿、土地利用計画図から確認し区域設

定に反映。（青森市は該当区域なし） 

（5）集落の区域 3戸以上の建築物が 50m以内に連たんする区域

を設定。 

（6）その他関係地方公共団体の長が必要と認める区域 該当区域なし 

（7）（1）から（6）の区域に隣接・近接する土地の区域 平地（勾配 1/10 未満）：50ｍの区域 

傾斜地（勾配 1/10 以上）：250ｍの区域 

 

図２ 許可対象となる盛土等の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（引用元：国土交通省・農林水産省・林野庁パンフレット） 


